
  学 務 課  

１ 就学事務          予算科目（款・項・目）５０・０５・１０〔決算書３２７ページ〕 

  学校教育法及び学校教育法施行令等に基づき，子どもたちが健やかな学校生活を過ごすことが

できるよう，調布市に在住する児童・生徒の学齢簿を管理するとともに，所管する公立小・中学

校の学級編制等を行うもの 

(1) 児童・生徒・学級数（令和３年５月１日現在） 

ア 小学校                                （単位：人） 

学校名 学級種別 区分 1 学年 2 学年 3 学年 4 学年 5 学年 6 学年 合計 

第 一 

通 常 
児童数 107 110 116 93 90 100 616 

学級数 4 学級 4 学級 3 学級 3 学級 3 学級 3 学級 20 学級 

知的固定 
児童数 3 3 3 3 9 4 25 

学級数  4 学級 

言 語 

(通級) 

児童数 9 15 11 9 4 4 52 

学級数  3 学級 

難 聴 

(通級) 

児童数 1 1 2 0 2 1 7 

学級数  1 学級 

第 二 通 常 
児童数 75 76 75 80 47 57 410 

学級数 3 学級 3 学級 2 学級 2 学級 2 学級 2 学級 14 学級 

第 三 通 常 
児童数 87 87 107 76 86 105 548 

学級数 3 学級 3 学級 3 学級 2 学級 3 学級 3 学級 17 学級 

八雲台 

通 常 
児童数 94 73 69 77 72 69 454 

学級数 3 学級 3 学級 2 学級 2 学級 2 学級 2 学級 14 学級 

知的固定 
児童数 3 5 3 6 11 5 33 

学級数  5 学級 

富士見台 

通 常 
児童数 94 83 68 71 53 69 438 

学級数 3 学級 3 学級 2 学級 2 学級 2 学級 2 学級 14 学級 

知的固定 
児童数 3 0 2 3 1 4 13 

学級数  2 学級 

滝 坂 

通 常 
児童数 93 99 102 59 80 78 511 

学級数 3 学級 3 学級 3 学級 2 学級 2 学級 2 学級 15 学級 

知的固定 
児童数 6 1 2 2 2 4 17 

学級数  3 学級 

深大寺 通 常 
児童数 107 89 73 86 96 85 536 

学級数 4 学級 3 学級 2 学級 3 学級 3 学級 3 学級 18 学級 

上ノ原 通 常 
児童数 163 145 146 166 167 198 985 

学級数 5 学級 5 学級 4 学級 5 学級 5 学級 5 学級 29 学級 

石 原 通 常 
児童数 98 91 90 71 70 79 499 

学級数 3 学級 3 学級 3 学級 2 学級 2 学級 2 学級 15 学級 

若 葉 通 常 
児童数 180 166 137 140 138 135 896 

学級数 6 学級 5 学級 4 学級 4 学級 4 学級 4 学級 27 学級 

緑ヶ丘 通 常 
児童数 84 75 55 61 62 54 391 

学級数 3 学級 3 学級 2 学級 2 学級 2 学級 2 学級 14 学級 

染 地 

通 常 
児童数 35 37 21 35 29 27 184 

学級数 1 学級 2 学級 1 学級 1 学級 1 学級 1 学級 7 学級 

知的固定 
児童数 6 3 2 11 8 1 31 

学級数  4 学級 

北ノ台 通 常 
児童数 137 128 129 145 143 136 818 

学級数 4 学級 4 学級 4 学級 4 学級 4 学級 4 学級 24 学級 

多摩川 通 常 
児童数 110 136 113 121 128 107 715 

学級数 4 学級 4 学級 3 学級 4 学級 4 学級 3 学級 22 学級 



知的固定 
児童数 1 3 1 1 0 3 9 

学級数  2 学級 

杉 森 通 常 
児童数 127 107 116 115 124 106 695 

学級数 4 学級 4 学級 3 学級 3 学級 4 学級 3 学級 21 学級 

飛田給 通 常 
児童数 63 60 66 81 72 71 413 

学級数 2 学級 2 学級 2 学級 3 学級 2 学級 2 学級 13 学級 

柏 野 通 常 
児童数 87 109 94 99 93 89 571 

学級数 3 学級 4 学級 3 学級 3 学級 3 学級 3 学級 19 学級 

国 領 通 常 
児童数 58 56 82 57 65 83 401 

学級数 2 学級 2 学級 3 学級 2 学級 2 学級 3 学級 14 学級 

布 田 通 常 
児童数 94 79 83 80 72 82 490 

学級数 3 学級 3 学級 3 学級 2 学級 2 学級 3 学級 16 学級 

調 和 通 常 
児童数 113 97 112 114 99 124 659 

学級数 4 学級 3 学級 3 学級 3 学級 3 学級 4 学級 20 学級 

通常の学級計 
児童数 2,006 1,903 1,854 1,827 1,786 1,854 11,230 

学級数 67 学級 66 学級 55 学級 54 学級 55 学級 56 学級 353 学級 

特別支援学級計 

（知的固定） 

児童数 22 15 13 26 31 21 128 

学級数  20 学級 

通級指導学級計 学級数  4 学級 

合  計 
児童数 2,028 1,918 1,867 1,853 1,817 1,875 11,358 

学級数  377 学級 

イ 中学校                                （単位：人） 

学校名 学級種別 区分 1 学年 2 学年 3 学年 合計 

調 布 

通 常 
生徒数 190 192 190 572 

学級数 6 学級 5 学級 5 学級 16 学級 

知的固定 
生徒数 5 5 10 20 

学級数  3 学級 

神 代 

通 常 
生徒数 318 299 308 925 

学級数 10 学級 8 学級 8 学級 26 学級 

知的固定 
生徒数 5 10 9 24 

学級数  3 学級 

第 三 

通 常 
生徒数 231 231 183 645 

学級数 7 学級 6 学級 5 学級 18 学級 

知的固定 
生徒数 7 14 8 29 

学級数  4 学級 

第 四 通 常 
生徒数 117 128 105 350 

学級数 4 学級 4 学級 3 学級 11 学級 

第 五 通 常 
生徒数 245 272 233 750 

学級数 7 学級 7 学級 6 学級 20 学級 

第 六 通 常 
生徒数 130 112 117 359 

学級数 4 学級 3 学級 3 学級 10 学級 

第 七 

通 常 
生徒数 159 139 127 425 

学級数 5 学級 4 学級 4 学級 13 学級 

不登校 

特例校 

分教室 

生徒数 4 2 7 13 

学級数 1 学級 1 学級 1 学級 3 学級 

第 八 通 常 
生徒数 100 104 80 284 

学級数 3 学級 3 学級 2 学級 8 学級 

通常の学級計 

（不登校特例校分教

室を含む。） 

生徒数 1,494 1,479 1,350 4,323 

学級数 47 学級 41 学級 37 学級 125 学級 

特別支援学級計 生徒数 17 29 27 73 



（知的固定） 学級数  10 学級 

合  計 
生徒数 1,511 1,508 1,377 4,396 

学級数  135 学級 

※ 知的固定 知的障害の特別支援学級 

言語（通級）  言語障害の通級指導学級 

難聴（通級）  難聴障害の通級指導学級 

表の特別支援学級計は，知的障害の特別支援学級のみ。 

(2) 中学校学校選択制 

申請年度 元 2 3 

入学年度 2 3 4 

選択希望票当初提出者数(人) 215 269 291 

 (3) 中学校卒業生の年度別進路状況            （単位：人） 

年度 元 2 3 

高校進学者 1,294 1,334 1,369 

就職者 2 1 1 

就職進学者 1 0 0 

無業者 9 3 5 

その他 12 13 5 

卒業者総数 1,318 1,351 1,380 

(4) 高校進学者（就職進学者を含む。）の内訳   （単位：人） 

年度 元 2 3 

公 立 693 702 694 

国 立 4 7 3 

私 立 598 625 672 

 

２ 通学路の安全確保の推進   予算科目（款・項・目）５０・０５・１０〔決算書３２７ページ〕 

  市立小学校が指定する通学路において，児童が安心して登下校できるよう安全確保の対策を実

施するもの 

 (1)  通学路を撮影する防犯カメラの設置 

   学校と地域等が連携して行う登下校時の見守り活動を補完し，市立小学校が実施する通学路

の安全対策に資することを目的として，平成２７年度から通学路を撮影する防犯カメラの設置

を開始した。 

   令和３年度は，市内の通学区域の公道上の電柱に２０台設置し，設置合計は，１６０台とな

った。 

 (2) 合同点検の実施 

   学校・教育委員会・警察・道路管理者等とともに市立小学校の通学路の安全点検を実施し，

可能な安全対策を行った。 

年度 元 2 3 

実施校数（校） 6 7 20 

実施箇所数（箇所） 24 26 67 

   令和３年度は，国からの要望により全国統一で緊急合同点検として全校で実施した。 



 

３ 食物アレルギー対策     予算科目（款・項・目）５０・０５・１０〔決算書３２９ページ〕 

  平成２４年１２月に調布市立学校で発生した食物アレルギーに起因する児童死亡事故を受け，

再発防止に向けた不断の見直し・運用改善に取り組むもの 

 (1) 慈恵第三病院アナフィラキシー対応ホットラインの運用 

   児童・生徒のアレルギー症状発症時の緊急対応として，救急搬送の受入れ及びアレルギー症

状の判断等に係る相談を行うため，平成２５年８月に東京慈恵会医科大学附属第三病院及び狛

江市と覚書を締結した。 

   令和３年度は，市立小・中学校２８校を含む市内の子ども・福祉関連２４９施設（病院から

の調査に基づく令和３年９月時点の対象施設数）を対象として運用した。 

 (2) 教育委員会食物アレルギー事故再発防止に向けた取組方針及び市立学校食物アレルギー対応

マニュアル等に基づく対策 

  ア 市立学校食物アレルギー対応マニュアルの改訂 

  中学校における喫食前の確認に関する規定を，１食分トレイに配膳した状態で詳細献立

表を用いて生徒本人と確認するよう，より具体的に改めるなど運用改善を図った。 

イ 統一で使用しない食材（そば・ピーナッツ・非加熱の魚介類・生卵（鶏卵）・一部の種

実類）「おかわり禁止ルール」の継続 

ウ 食物アレルギー対応児童・生徒の書類（管理指導表）更新と面談時期の早期化 

  エ 完全除去を基本とする除去対応の継続 

  オ 食物アレルギー対応用書類（食物アレルギー対応献立表・対応カード，緊急時個別対応カ

ード等）の統一使用の継続 

  カ 小学校での色分けトレイ・食器の使用継続及び改善 

   (ｱ) 食物アレルギー対応児童は，専用の色分けトレイを常に使用した。 

     使用禁止食材や給食で使用しない生食食材（非加熱の魚介類・生卵）が原因食物である

児童は，ブルートレイ，その他の食物アレルギー対応児童は，ピンクトレイを使用した。 

   (ｲ) 食物アレルギー対応がある料理は，縁にオレンジ色のラインが入った食器に盛り付けた。 

  キ 調布市医師会との連携 

   (ｱ) 調布市医師会との連携の下，適切な対応の前提となる管理指導表の把握に向け，現状分

析や課題整理のために「調布市食物アレルギー医療・教育連携会議」を開催した。 

   (ｲ) 現在の症状等の再確認や，より適切な対応に関する相談・指導のため，セカンドオピニ

オンとして，医師会指定医療機関の受診を勧める取組を継続した。 

  ク 各校における食物アレルギー対応委員会の開催 

  ケ 緊急時の連絡手段の維持・確保（緊急対応用携帯電話の全校配備） 

  コ 正しい知識や技術の習得に向けた教職員等を対象とした研修 

   (ｱ) エピペン投与シミュレーション研修（東京慈恵会医科大学附属第三病院との連携協力） 

     新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえ，動画配信形式で実施した。 

   (ｲ) 学校管理職等研修会（国立病院機構相模原病院の協力） 

新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえ，オンライン形式で実施した。 

   (ｳ) 各校における校内研修にアレルギー専門医を講師として依頼した。 

  サ 継続的な検証・検討 

    校長，栄養士，養護教諭等で構成する「食に関する検討委員会（平成２６年度指導室設

置）」を３回開催し，中学校での食に関する指導や食物アレルギーに関する校内研修・訓練



の実施等について検討した。 

    同検討委員会では，食に関する指導や食物アレルギー対応に関する不断の見直し・運用改

善を進めるため，学校の実態を踏まえた検討を行うとともに，アドバイザーとして，国立病

院機構相模原病院医師及び十文字学園女子大学准教授に参加いただいた。 

   

４ 就学援助費の支給事務    予算科目（款・項・目）５０・１０・１０〔決算書３４５ページ〕 

予算科目（款・項・目）５０・１５・１０〔決算書３５７ページ〕 

学校教育法等に基づき，就学援助費を支給することにより，経済的理由により就学させること

が困難な児童・生徒の保護者に対して援助し，義務教育の円滑な遂行を図るもの 

また，「特別支援学校への就学奨励に関する法律」の趣旨に基づき，就学奨励費を支給するこ

とにより，小・中学校特別支援学級への就学の特殊事情を考慮し，その就学に係る保護者の経済

的負担を軽減し特別支援教育の普及奨励を図るために援助するもの 

 (1) 就学援助費の支給 

区 分 支給額(円) 
支給対象児童生徒数（人） 

要 保 護 準要保護 計 

小 学 校 

（新入学児童含む） 
76,855,861 37 977 1,014 

中 学 校 53,385,742 30 530 560 

合 計 130,241,603 67 1,507 1,574 

   ※ 支給対象者は，公立小・中学校に在籍する児童・生徒の保護者で，生活保護法による教

育扶助受給者（要保護）及びそれに準ずる程度に生活が困窮していると認められる者（準

要保護） 

   ※ 新入学準備金の支給額及び支給人数を含む。 

ア 新入学準備金の支給 

来年度小学校又は中学校に入学予定の児童の保護者に，新入学準備金を入学前に支給した。 

区 分 支給額(円) 
支給対象 

児童数(人) 

1人当たりの 

支給金額(円) 
支給対象 

小 学 校 

新入学準備金 
5,514,120 102 54,060 

小学校就学予定

者の準要保護者 

中 学 校 

新入学準備金 
10,922,000 172 63,500 

小学校第6学年

の児童の準要

保護者 

 (2) 特別支援教育就学奨励費の支給 

区 分 支給額 (円) 支給対象児童生徒数(人) 

小 学 校 2,600,065 112 

中 学 校 2,049,559 43 

合 計 4,649,624 155 

※ 支給対象者は，調布市立小・中学校の特別支援学級に通学及び都立特別支援学校等に通

級利用している児童・生徒の保護者 

 

５ 災害共済給付        予算科目（款・項・目）５０・１０・１０〔決算書３４５ページ〕 

予算科目（款・項・目）５０・１５・１０〔決算書３５７ページ〕 

日本スポーツ振興センターとの契約（災害共済給付契約）により，学校の管理下における事故

に対する医療費等の給付を行うため，保険掛金の負担を行うもの 



日本スポーツ振興センターの示す基準に沿って算出した掛金を全額公費負担し，学校管理下の

事故等で医療機関を受診した保護者は，学校を通じて給付請求を行っている。 

                         （単位：人） 

区 分 児童・生徒数 追加加入者数 掛金の対象人数 

小 学 校 11,358 29 11,387 

中 学 校 4,396 4 4,400 

合 計 15,754 33 15,787 

  ※ 児童・生徒数は，令和３年５月１日現在の人数 

  ※ 追加加入者数は，令和２年５月２日以降，前年度途中に他地区から転入した人数 

 

６ 学校保健              予算科目（款・項・目）５０・１０・１５〔決算書３４７ページ〕 

予算科目（款・項・目）５０・１５・１５〔決算書３５９ページ〕 

学校保健安全法に基づき，児童・生徒の疾病の早期発見と健康管理に資するため，各種検査・ 

検診を実施するもの   

 新型コロナウイルス感染症対策として，「調布市立学校における持続的な学校運営のための感

染症予防ガイドライン（新型コロナウイルス感染症）」に基づき，校内の消毒や換気，児童・生

徒・教職員に対するマスクの着用や手洗いの励行指導などを実施した。            

（単位：人） 

検査・検診名 
実施者数 対象学年 

小学校 中学校 小学校 中学校 

結核検査 
ツベルクリン反応検査 0 0 特に指導のあった 

レントゲン撮影 15 1 児童・生徒 

心臓病検診 
第1次検診（心音・心電図検査） 2,046 1,505 

1学年ほか 
第2次検診（専門医検診） 34 65 

脊柱側わん検

診 

第1次検診（モアレ撮影） 1,897 1,607 
5学年ほか 2学年ほか 

第2次検診（直接X線撮影） 42 127 

小児生活習慣

病予防健診 

医療機関での血液検査・血圧測

定等 
26 11 

腹囲・肥満度を測定し

た結果，一方でも基準

値を超えた児童・生徒 

4学年 1学年 

腎臓病検診 

第1次検査（尿検査） 11,320 4,328 

全学年 第2次検査（尿検査） 250 288 

第3次検査（専門医検診） 84 63 

 

７ 学校給食      予算科目（款・項・目）５０・１０・１５〔決算書３４７～３４９ページ〕

予算科目（款・項・目）５０・１５・１５〔決算書３５９～３６１ページ〕 

学校給食法及び国の学校給食実施基準に基づき学校給食を運営するもの 

中学校においては，学期ごとに申込みをした希望者を対象とし，小学校で調理した給食を配送

する親子調理方式により，学校給食を提供している。 

 (1) 学校給食費(保護者の実質負担額と学校給食補助金)の推移         （単位：円） 

 保護者の実質負担額（補助金を含まない。） 
学校給食補助金 

 小学校給食費 中学校給食費 



改定

年度 

低学年 

(月額) 

中学年 

(月額) 

高学年 

(月額) 

ミルク 

給食 

(月額) 

完全 

給食 

(1食当

たり) 

ミルク

給食 

補助金 

給食 

補助金(月額) 

2 3,100 3,300 3,450 440 

 

牛乳 

3円/本 

 

4 3,300 3,500 3,700  

 

8 3,500 3,700 3,900  

12 
3,800 4,000 4,200 

 

14 530 

17 
3,900 4,100 4,300 

 
310 

18 

 

21 

4,100 4,300 4,500 320  

200 

22 
200 

（3枚目食器導入校）100 

25 100 

28 4,450 4,650 4,850  340  100 

   ※ 平成３０年度から，各学校の実喫食回数に応じて，３月分の給食費を調整した。 

 (2) １日の調理食数（５月初日における児童・生徒及び教職員の食数） 

  ア 小学校（２０校） １２，４６６食  

  イ 中学校（８校）   ４，５８４食 (生徒の給食申込み率 平均約９７．２４％) 

 

８ 給食配送等業務委託     予算科目（款・項・目）５０・１０・１５〔決算書３４９ページ〕 

親子調理方式により，小学校で調理した給食を，中学校へ配送する業務について，民間活力

を活用するもの（全校で実施） 

配送等業務委託料の推移（単位：円） 

年 度 委託料 

元 81,629,300 

2 83,963,000 

3 81,826,254 

 

９ 学校給食調理業務等委託   予算科目（款・項・目）５０・１０・１５〔決算書３４９ページ〕 

調理業務のほか，施設や設備の管理・清掃業務について，民間活力を活用するもの 

調理業務等委託料の推移                         （単位：円） 

年 度 実 施 校 委託料 

元 

深大寺小学校（神代中学校） 

多摩川小学校・富士見台小学校 

石原小学校（調布中学校） 

若葉小学校（第四中学校） 

染地小学校（第三中学校） 

柏野小学校（第七中学校） 

国領小学校（第六中学校） 

緑ヶ丘小学校（第八中学校） 

布田小学校（第五中学校） 

上ノ原小学校 

八雲台小学校 

393,172,417 



2 

深大寺小学校（神代中学校） 

多摩川小学校・富士見台小学校 

石原小学校（調布中学校） 

若葉小学校（第四中学校） 

染地小学校（第三中学校） 

柏野小学校（第七中学校） 

国領小学校（第六中学校） 

緑ヶ丘小学校（第八中学校） 

布田小学校（第五中学校） 

上ノ原小学校 

八雲台小学校 

424,511,118 

3 

深大寺小学校（神代中学校・第七中学校） 

多摩川小学校・富士見台小学校 

石原小学校（調布中学校） 

若葉小学校（第四中学校） 

染地小学校（第三中学校） 

柏野小学校（第七中学校） 

国領小学校（第六中学校） 

緑ヶ丘小学校（第八中学校） 

布田小学校（第五中学校） 

上ノ原小学校 

八雲台小学校 

397,198,833 

                                                 

10 食育           予算科目（款・項・目）５０・１０・１５〔決算書３４９ページ〕 

   国の食育推進基本計画等に基づき，児童・生徒の心身の健康増進や豊かな人間形成を図るた

め，食育推進事業を行うもの 

(1) 食育講演会（健康推進課，学務課共催） 新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえ，動画

配信形式で実施した。 

(2) 親子料理教室（学務課主催） 新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえ，動画配信形式で実

施した。 

(3) デジタル化に対応した食育の推進 

 「調布スマートシティ協議会」の会員であるＮＴＴ東日本及びＮＴＴアグリテクノロジー

と連携し，ローカル５Ｇを活用した新しい農業技術を生かした取組について，入間町にある研

修センターにて栽培されているトマトを市立小学校の給食食材として活用した。 

これにより，学校給食用食材を通じた地産地消につなげるとともに，地域で取り組んでいる

最先端農業ハウスの取組についてタブレット等を活用して学ぶことで，デジタル化に対応した

食育の推進に取り組んだ。 

 


